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は じ め に
本稿は, セクシュアル・ハラスメント (以下, セクハラと略記) 問題につ
いての社会学的分析を, 特に大学および大学教員の場合に焦点を合わせて行
うことを目的としている｡
日本の少なからぬ大学でセクハラ問題が発生し, 社会学の世界でも少数と
はいえ何人かがセクハラ加害者として処罰され, 筆者の周囲でも友人がセク
ハラ問題で大学を追われるというケースが生じている｡ 他人事どころではな
く, まさに参与観察の機会が無理やり与えられてしまうといった事態であり,
社会学の応用問題として, 社会学ないし社会学者としての力量が試されてい
るといわねばならない｡
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おわりに
大学のセクハラ問題については, 告発型の研究は比較的多く目にする｡ し
かし, セクハラが生じることはもちろん深刻な問題だが, 稚拙で不適切な対
応もまた問題であろう｡ 告発運動が盛り上がってきたので, 大学のセクハラ
問題については多くのことが語られているが, 陰に隠れ見えなくなっている
深刻な事態があることは比較的軽視されてきたようである｡ 本稿では, 大学
ないし大学教員のセクハラ問題について, その問題化の過程的構成を明らか
にし, 適切な解決の方向性を探りたい｡
第１に, 大学のセクハラ問題の前提をなすセクハラ問題一般の歴史と現在
について, 基本的な論点を再確認しておきたい｡ セクハラの問題化の前提と
なる問題的現実, それらが問題化されてきた過程, 問題化のはらむ問題点な
どを明らかにする｡
第２に, 大学という社会生活の場において生じる大学教員の逸脱問題と,
それらへの組織的対応の問題を取り上げたい｡ まさに大学教員の罪と罰の問
題である｡ 大学教員にあるまじき行為とは何かを検討し, セクハラ問題の罪
と罰の特殊性を示そう｡
第３に, セクハラ問題解決に向けての, 大学組織の取り組みの過程的構成
を解明し, その問題点を明らかにする｡ セクハラ問題を適切に解決すること
を阻害する要因について, 過程段階別に検討を加え, 適切な解決の方向性を
探る試みを行いたい｡
セクハラの具体的事例については, 詳細に記述することはできない｡ そこ
で, 本稿では筆者が身近に体験した具体的事例を参照しつつ, とくに私立大
学に焦点を合わせセクハラ問題への対応について, 理念型的な一般的論理的
モデルとして再構成し, 論点を整理し明確にしたい｡ 具体的事実を参考にし
つつも, その種のセクハラ問題にかかわる社会現象の一般的モデルを構成し
て, 論点を整理し新たな発見を可能にする社会学的実践の試みでもある｡
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第１節 セクハラの問題化
本稿はセクハラの加害者とされる教員を弁護しようとする立場を取ってい
ると見なされるかもしれないが, セクハラ問題の存在自体を否定しようとす
るわけでもなければ, やみくもにあらゆるセクハラ加害者の無罪を主張する
わけでもない｡ その合理的で適切な解決策を探究するのみである｡ セクハラ
が問題化されるのは当然であり, その前提となる問題的現実は厳然と存在す
る｡ たとえば 『セクシュアル・ハラスメントの社会学』 によれば１), あから
さまな, 巧妙な, 目に見えない男女差別がある｡ 第一のあからさまな男女差
別の場合, 男女差別は家庭から始まり, 家庭の内外で女性への暴力的差別が
横行し, 家庭外ではさらに就業差別のひどい実態があり, 職場のセクハラが
蔓延している｡ 第二の巧妙な男女差別とは, うわべだけの, 見せかけの女性
保護であり, 親切めかした搾取, 恩着せがましい支配である｡ さらに第三の
目に見えない男女差別とは, 制度的ないし構造的な仕組みとして所与の条件
となっているものである｡ 巧妙な, そして目に見えない男女差別も, セクハ
ラを生み出す土壌をなしている｡
たしかに, 歴史的に男女差別は存在し, いまだに根強く残存している｡ そ
して, セクハラへの告発が激しさを増して来たにもかかわらず, 相変わらず
セクハラは繰り返されているのも事実である２)｡ それらに本稿が指摘するよ
うな問題化の過剰さに由来するものが含まれるとしても, 対象となる問題的
現実が根強く存在することを誰も否定できないだろう｡ 歴史的に見ても, 問
題的現実は長らく存在したが, それらは問題化しなかったし, 問題化させら
れなかった｡ 近代化の進展とともに, 問題化は徐々に進められ, そして現在
に至っているのである｡
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1) ニジョーレ・Ｖ・ベノクレイティス, ジョー・Ｒ・フィーギン 『セクシュアル・
ハラスメントの社会学』 (千葉モト子訳)法律文化社, 1990年｡ ただし原題は Mod-
ern Sexism｡
2) インターネットで関連ページを検索すると一目瞭然である｡
当然のことながら, セクハラ問題の根本には性の問題がある｡ 性なしに人
類は存在しない｡ インセスト・タブーに原点をもつ性の規範の形成によって,
人類はいわば動物的自然から脱却し, 自然から文化への道を歩むことになっ
た３)｡ その歴史的過程において, 女性は交換される存在として位置づけられ
た｡ こうして形成される男性と女性の社会関係は平等ではなく, 父権制が成
立した｡ それは女性に対する男性支配であり, 性の不平等の程度や特性は文
化が違えばかなり異なるが, すべての社会が基本的には父権制的であること
は確かである｡ 近代産業社会でも, パワーや影響力のある地位に女性はあま
り就いていない｡ 女性の平均賃金は男性に比べてかなり低く, 賃金労働に従
事している男性よりも多くの女性がパートで働いている｡ また, 女性は家
事・育児に過大な責任を負わされている｡ しかし, 賃金の支払われない家事
労働は経済にとってきわめて重要である４)｡
このような性の不平等に対して異議を申し立てるのがフェミニズムの思想
であり, それは18世紀にまでさかのぼる｡ 最初の重要な運動は19世紀半ばに
発展し, その中心的課題は婦人参政権の獲得であった｡ 1920年代が過ぎると
沈滞したが, 60年代に再び突出を始め, 社会生活や知的活動の多くの分野に
衝撃をもたらしてきた｡ この問題化の歴史的過程の背景にあるトレンドが,
市民社会の成立であり, 民主化の徹底化であろう｡ 市民権を保障された市民
として女性が位置づけられるようになるのは, 第二次世界大戦以降のことで
あるが, さらに市民権の内容が充実していくにしたがって, いわば二級市民
扱いだった女性が, 市民としての正当な地位を確保できるようになった｡
特に70年代以降のフェミニズムの発展, 運動の展開は, たんに形式的な権
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3) 拙稿 ｢人間存在のパラドックス｣ 森下伸也・君塚大学・宮本孝二 『パラドックス
の社会学：パワーアップ版』 第２章第１節, 新曜社, 1998年｡
4) この段落と次およびその次の三つの段落は, アンソニー・ギデンズ 『社会学』
（松尾精文ほか訳, 而立書房, 1992年｡ 原著も訳書も版を重ねているが, 1989年
にイギリスのポリティ・プレスから出された初版) の第５章 ｢ジェンダーとセク
シュアリティ｣ をもとに記述した拙稿 ｢性差問題と社会学｣ 『桃山学院大学社会
学論集』 第24巻第２号, 1990年に依拠している｡
利ではなく, 多様な社会生活の場における実質的な権利確保の動きを加速し
たのである｡ その一環としてセクハラ告発がある｡ たとえ法的には問われな
くても, 社会生活の場において男性による女性への嫌がらせが蔓延していた
のを根絶させようとする動きである｡
なお, セクハラ問題化を促進したトレンド, ないしは関連していると思わ
れる現代日本社会のトレンドに, 人々の意識の変化, すなわち清潔症候群の
増加５), 接触恐怖の強化がある｡ 人間関係におけるこの意識変化は重要であ
る｡ 身体接触への過剰な嫌悪感がなぜ強まってきたのか｡ 仮説的にしか考え
られないが, 性意識の変容とも密接に関連していると推測される｡ あらゆる
身体接触が, まさに痴漢扱いされかねない状況である｡ 身体接触の許容範囲
は文化の差異によって多様であり, また日本文化でもかつては現在ほど過剰
な嫌悪感は蔓延していなかったと思われる｡
ともあれ, 人類の長い歴史は, 他の動物同様に食と性を基本課題として,
なんとかそれをしのぎながら生き続けて来たと言えよう｡ 食と性をめぐる暴
力的闘争はありふれたものだった｡ 性暴力は猛威をふるい, 戦場ではもちろ
ん, 日常生活の場でも牙を剥いたのだった｡ 近代化とともに, 暴力は抑制傾
向に入り, 法的に規制されるようになり, 性犯罪として取り締まられるよう
になった｡ しかし, 性犯罪とまではされない性暴力が残された｡ 社会生活の
場で, そしてそれが性的な親密性を焦点としない状況において, 性的な意識
が表現され行為が仕掛けられる場合である｡ 相手がそれを望まないのに, 性
的な表現ないし行為をすること, そこにセクハラ概念が差し向けられたので
ある｡
牟田が指摘するように, セクハラの多義性, 曖昧にも見える広がりは, こ
れまで覆い隠されていた事態を暴き出すことのできる概念の有効性を示す６)｡
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5) この問題についての本格的な社会学的分析はないが, 清潔症候群という言葉は医
学者の藤田紘一郎 『日本人の清潔がアブナイ』 小学館, 2000年から発しているよ
うだ｡
6) 牟田和恵 『実践するフェミニズム』 岩波書店, 2001年｡ ３－11頁｡
何らかのパワー関係のもとで, そしてまた親密性, 愛情性のない状況で, 性
的な表現や行為が行われ, その行為が作用する人間にとって物理的被害ない
し心理的被害感をもたらすとき, それはセクハラとよばれることになった｡
そのような愛の関係性のないところに, パワー保有者が性的要素を持ち込む
ところにセクハラは発生する｡ パワー関係の網の目が社会に張り巡らされて
いる｡ 多様な場において, いわばパワーの高下駄を履いているのを自覚せず,
そこに愛の関係性, あるいは性の関係性をもちこむとセクハラが生まれると
いうわけである｡ たしかに, 愛のないところに性をもちこむことは禁じられ
るべきだろう｡ 売買春が禁じられるべき理由もそこにある｡ これは実際にそ
うあるべきであり, これこそ近代の理念であろう｡ 愛なくして性なし, この
鉄則がなければ援助交際を禁じる根拠すらないと思われる｡
セクハラが問題化したのは, 以上のように, その概念で表示されるにふさ
わしい問題的現実が準備されていたからである｡ そして, その現実を問題化
する主体と運動が登場し, 社会がそれを受容し制度化するに至ったからであ
る｡ そして個別のセクハラ問題が顕在化し, それが生じた社会生活の場にお
いて問題解決の努力が払われている｡ しかし, 本稿が明らかにするように,
問題化の過程で生じる逆機能, 副作用も無視しえないまでになっている｡ 問
題化を可能にしたフェミニズム運動の発展は目覚ましい成果を上げて来たが,
いかなる運動も随伴する意図せざる負の帰結を排除できない｡ だからといっ
て運動の意義は揺るがないのもちろんだが, 逆機能, 副作用には適切な対応
がなされねば二次的被害が拡大しかねないだろう｡ たとえば, セクハラ調査,
懲戒の決定過程に生じかねないセクハラの存在である｡ 被害者をセカンド・
セクハラの状態におくこと, 加害者の行為や人格に過剰な性的意味づけを行
うこと, などである｡
マスコミと庶民感情についても言及しておきたい｡ セクハラ事件はマスコ
ミによって報道されることが多い｡ たとえば新聞報道がなされる｡ 新聞読者
は大学教員によるセクハラ記事を読み, なんというひどい教員がいるものだ
桃山学院大学社会学論集 第37巻第１号90
と感じる｡ 大学のありかたが問い直されている現在, 教育者という本来人格
的に高いレベルにあることが期待される人間とその組織の醜悪な実態が暴か
れており, 庶民感情からしていわば溜飲の下がる情報になっている｡ したが
って新聞記事の記述もそのような方向に強調点が置かれやすくなる傾向があ
る｡ これはテレビ報道でも同様であり, マスコミ報道は総じて庶民感情の期
待に応える方向で内容形成がなされていることに注意すべきである｡ マスコ
ミよる問題化はインパクトは大きいが, ともするとセンセーショナリズムに
陥りやすいのは, 一般的傾向としてこれまでも指摘されてきたことであるが,
セクハラ事件の場合にもまさに該当することを忘れてはならない｡ 報道を根
拠に, 加害者の量刑が左右されてはならないし, ましてや被害者に二次的被
害がもたらされてはならない｡
本稿は, セクハラの問題化がもたらした大いなる功績, すなわち男女差別
のひどい実態を暴露し, いい気な加害者たちに鉄槌を下すという成果につい
ては称賛を惜しまない｡ しかし, その問題化がある種の単純さにおちいり,
個々の社会生活の場の固有の文脈を無視し, 複雑性を把握しないまま, いわ
ば味噌も糞も一緒くたといった粗雑な事態になりかねないことを憂慮するの
である｡ セクハラ問題など存在しないというのではもちろんなく, 正しい適
切な対応を, とただ言いたいだけなのである｡ それがいかに困難であるかは,
セクハラ問題の発生から始まった混乱に満ちた組織的対応過程に身を置いて
みて初めて知りえたことであり, そうである限りは社会学者の末端に位置す
るものとして, そこに内包されている問題点を明らかにし, 大学組織と大学
人のありかたを問い直すことを自らの義務とせざるをえないのである｡
第２節 大学教員の罪と罰
罪と罰の問題を扱う社会学は, 逸脱の社会学である７)｡ その論点は, まず
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7) 逸脱の社会学の文献は多数あるが, 特に参考になるのが徳岡秀雄 『社会病理の分
析視角 ラベリング論・再考』 東大出版会, 1987年および 『社会病理を考える』
第１に, 逸脱の定義の問題である｡ 社会的, 文化的に ｢罪｣ が定義される｡
定義の根拠となる価値・規範, それらに基づくラベリング, 逸脱行為が罪と
して社会的に構築される諸要因が問われる｡
論点の第２は, 逸脱への対応の問題である｡ 問題化から問題解決に向けて
の過程である｡ 逸脱の疑いが発生し, 逸脱の確認が行われ, そして逸脱者の
処分が検討される｡ すなわち罰が認定される｡ 量刑である｡ 逸脱者の処分は,
たとえば注意 (｢厳重注意｣ ｢戒告｣) から抹殺 (｢諭旨免職｣ ｢懲戒解雇｣) ま
で多様である｡ もちろん被害者への対応も忘れられてはならない｡
第３の論点として, 逸脱の原因の問題が挙げられる｡ その解明は対応策の
具体化において不可欠である｡ 原因がわからなければ適切な対応は困難であ
る｡ 原因に対する根本的な対処が, 問題解決のために必要であって, 逸脱者
の処分だけでは済まない｡
大学教員の罪と罰について, 以上の大枠を前提に検討しよう｡ まず大学教
員に問われる罪についてはどうか｡
ある長老教授によると, 大学教員にあるまじき行為として, 伝統的に言わ
れてきたのは, 第１に, 金にかかわる不祥事 (研究費不正使用など) であり,
第２に, 性にかかわる不祥事 (性的スキャンダルなど) であり, 第３に知に
かかわる不祥事 (盗作, 剽窃など) であるそうだ｡ その真偽はともあれ, い
ずれもまさに教員にあるまじき行為というべきだろう｡ それらの行為は当然
ながら罪と見なされ, 罰が与えられてきた｡ 最も重い罰は, それらの行為を
なした大学教員を組織から追放, 放逐することであるが, 個々の大学組織は
ケースごとにいわば ｢判例｣ を積み重ね, 適切な罰を与えることを模索して
きたし, していると思われる｡ だからこそ, 多くの大学では事が起これば,
他大学の類似例を参照しようとするのである｡
現在, 多くの大学では, 特にセクハラ事例への対応を迫られており, そこ
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世界思想社, 1997年｡
にもそれぞれの大学の差異が現れている｡ 組織的力量の違いが, 対応の巧拙
に現れる｡ 次節で解明したいのはまさに大学の組織的力量の向上をめぐる論
点であるが, 本節ではセクハラという罪と罰にかかわる問題を, 他の ｢大学
教員にあるまじき行為｣ と比較し, その過剰さが顕著であることについて論
じたい｡
大学という知識人を多数抱える組織が, 問題解決にあたっては, 人間とし
ても, 社会人組織人としても, そして何よりも社会科学者としても８), 驚く
ほどの低レベルにあることが今露呈しつつある｡ 素人刑事や素人検事が跳梁
跋扈し, 調査能力も調整能力, 社交能力も欠如し, 問題解決能力の低い教員
が, セクハラ被害をより拡大させている｡
｢大学教員にあるまじき行為｣ は, そのようなセクハラ問題への稚拙な対
応にも現れるが, 最初に述べた伝統的なその種の行為のほかにも, ろくな授
業ができない, 無断休講が多い, 試験など単位認定がいいかげん, 学生との
普通の会話すらできない, 学生に意地悪する, 業績が十分にあげられない,
研修をとるばかりで能力が伸びない, といった研究教育面に関する罪状は数
え上げれば枚挙にいとまがない｡ しかし, これらによって免職になったとい
う事例は, 管見するところ皆無と思われる｡
大学も大学教員もそのありかたが厳しく問い直されているのは, 近代化の
先端にある現在がリフレクシヴィティを一層強化するトレンドをもつためで
もあるが９), 少子化の時代にあって入学金や授業料に値する大学でなければ,
一定レベル以上の学生をリクルートすることが困難になるからである｡ そう
いう意味では, 上記のどの行為も, 教員にあるまじきものであり, セクハラ
もその一つに位置づけられるにすぎない｡
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8) 人文科学者や自然科学者であれば許容されるというわけではないが, 特に社会科
学者であれば構築主義的視点はもはや常識であり, ｢事実は一つ｣ などとうそぶ
いているわけにはいかないはずである｡ 平英美・中河伸俊編 『構築主義の社会学』
論争と議論のエスノグラフィー』 世界思想社, 2000年｡
9) 拙稿 ｢社会学とリフレクシヴィティ｣ 『ソシオロジ』 第45巻第１号, 2000年５月｡
しかしながら, セクハラの場合, それがいかなるものでも加害者が組織か
ら排除されるという傾向がある｡ 性にかかわる逸脱はそのような過剰な意味
を負わされている｡ ｢汚らわしい｣ というレッテルを貼る人々さえいる｡ と
はいえ, いったんセクハラ加害者というレッテルを貼られれば, 教員が職業
人としての社会的生命を絶たれるというのでは, あまりに粗雑な社会的対応
と言わざるをえまい｡ セクハラ行為を認定された人間には更生は許されない
のか, 社会的に放逐されて当然なのか, という問題である｡ 教育者, 研究者
として許されない行為であるのは確かだし, 組織としても責任を問われるの
だが, どのような場合にも退職せざるをえないのであろうか｡ 処分検討中と
いう噂だけで, 気の弱い教員であれば詰め腹を切って大学を去るということ
さえありうるのである｡
セクハラに有効に対処するための方法と課題が早急に明らかにされねばな
らない｡ 本稿が目指すのは, 牟田が警告するように, 企業や学校のセクハラ
対策がはらんでいる危険性, 対策が進展することによって逆に現在起こりつ
つある懸念や問題点が無視しえないまでになっているからである｡ ｢セクハ
ラ対策委員会等を発足させたものの, 実際は問題解決能力が低く, そのため
に被害をより拡大させてしまったりしているあちらこちらの大学の現状｣ と,
牟田は鋭く指摘する10)｡ セクハラの名の下に, 不当に貶められ組織を追われ
る教員を見る場合にも, 筆者はその思いを禁じ得ない｡
セクハラは許しがたい行為であり, 厳しく処断されねばならないことは言
をまたない｡ しかし, そう言えるためには, 冷静に当該行為を具体的な根拠
をもとに量刑しなければならない｡ あまりにもひどい場合には, 現在のよう
に不法行為法で対応するだけではなく, 性差別として違法性を問えるように
法体系を整備しなければならない｡ 具体的には, 牟田が提唱するように, 雇
桃山学院大学社会学論集 第37巻第１号94
10) 牟田, 前掲書, 62－76頁｡ 同 ｢書評に応えて｣ 『ソシオロジ』 第47巻第３号, 2003
年２月｡ 特に後者では, 大学に生きる社会学者に対して, 社会学者として適切な
対応を迫る有意義な提言をしている｡
用機会均等法の条項改正をも含めて法体系の整備が必要となろう11)｡ しかし
たとえそうであっても, セクハラと認定された行為を行った教員が, すべて
そのような罰を与えられるべきであるということにはならない｡
いわゆる被害者が加害者の処分を望まない場合がある｡ 加害者教員の顔も
見たくないという嫌悪感が, 被害者や他の学生院生に強い場合もあれば, セ
クハラ行為さえやめてくれれば, とても良い先生なのに, という場合もある｡
おそらくそこには微妙なスペクトルを描くことができよう｡ そこを単純化し,
すべて同じ対応をすればよいというのでは, とうてい科学的な対応とはいえ
ないだろう｡ 被害者が加害者に何を求めているかが重要である｡ それを無視
してセクハラ問題に対応すると, 被害者に与える二次的被害は大きくなる｡
それをも加害者の責任に帰するのは酷というものだろう｡
また, 加害者を処分してしまえば, それで終わったと考えるのは間違って
いる｡ 逆に, 被害者の回復や環境の改善をサボタージュするために, 加害者
の処分を急ぐことすらありえよう｡ どういう要因が作用しあってセクハラが
発生したのか, どのような環境条件がセクハラを可能にしたのか, その十分
な検討と根本的対策なしに, 加害者の処分で幕引きでは何にもなるまい｡
さらに, 加害者に十分に反省させて, いわば保護観察下で更生させ, 被害
者の納得のもとで職務を再び遂行させるということは可能であるべきだ｡ い
ったんセクハラ加害者というレッテルを貼られれば, 職業人としての社会的
生命を絶たれるというのでは, あまりに粗雑なといわざるをえまい｡ 罪と罰
の社会学という観点からすると, 現時点では罪の認定が過剰に重く, 罰が均
衡を失するまでに厳しすぎる｡ 加害者の社会復帰を絶対的に拒否するという
ところに, 異常性を感じなければならない12)｡
たとえば剽窃のようないわば知的な領域ないし水準の逸脱であり, 研究者
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11) 牟田, 前掲書, 52－60頁｡
12) 強い人権意識をもち犯罪者の人権擁護, 更生可能性, 死刑廃止を唱える人々 (新
聞記者や大学教員) でさえ, いわゆるセクハラ教員にはあたかも ｢前科者には生
きる資格がない｣ といわんばかりの態度を示すことが多いのには驚かされる｡
として致命的な罪とそれに対応する罰と, セクハラという好奇の目にさらさ
れる罪とそれに対応する罰を比較してみよう｡ 比較的最近の身近な例として,
1999年大阪の某大学経済学部長辞任事件がある｡ それは, まさに電子情報化
の時代に特有の不祥事, 教員にあるまじき行為であった｡ ｢ヒットしたリン
ク先を適当にクリックし, 使えると思った部分をコピーし, 引用であること
を明示しないまま自分のレポートに｣ 取り込むのは ｢剽窃 (plagiarism) に
あたり, 許されない行為｣ と社会学テキストでも最近は学生に注意が呼びか
けられているが13), 99年にそれを教員が行ってしまうという事件が起こった
のである｡
東京の法政大学大原社会問題研究所の文献情報を, 大阪の某大学経済学部
教員が無断流用, すなわち剽窃していたという事実が発覚した｡ 研究所スタ
ッフの研究者からの剽窃抗議に対して, 著作権者を名乗る経済学部教員 (当
時の経済学部長) は抗議をはねつけたのだが, 研究所スタッフの研究者は,
文献リストの誤記入を, 当該大学の文献リストにも複数発見し提示したので
ある｡ 動かぬ証拠を突き付けられ, 著作権者を名乗る経済学部教員, および
某大学経済学部は, 全面謝罪し, 著作権者を名乗った経済学部教員は学部長
を辞任するに至ったのである14)｡
しかし, 今でも大学外部から ｢あの盗作教授はまだいるのか｣ と言われる
ように, その大学としての責任が厳しく問われ続けている｡ 無断流用 (剽窃)
という研究者・教育者にとって恥ずべき罪は, 学部長辞任で済まされるのか
というのが根本的な論点である｡ かりに学部長職にない教員なら何を ｢辞任｣
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13) 松田健 ｢社会学とインターネット｣ 『テキスト現代社会学』 ミネルヴァ書房,
2003年, 259－64頁｡
14) ①二村一夫 ｢データベースの著作権をめぐって｣ http://oohara.mt.tama.hosei.ac.jp/
matsuodb/index.html に1999年６月29日掲載｡ ② ｢法政大学大原社会問題研究所か
らの公開質問状｣ http://rio.andrew.ac.jp/econ/matsuodb-q.html に同年７月１日掲載｡
③ ｢法政大学大原社会問題研究所の公開質問状に対する回答｣ http://rio.andrew.ac.
jp/econ/matsuodb-gakubu.htmlに同年７月７日掲載｡ ①は同年７月７日, ②および
③は同年７月14日プリントアウトしペーパー資料として保存｡
できたのだろうかということだ｡ なお, 学部長辞任は抗議に対して教授会に
も諮らずに教授会名を使って回答したからだと言われている｡
価値観の相違と言えばそれまでであろうが, このような知的泥棒といった
行為の方が, セクハラ行為などよりも ｢汚らわしい｣ と筆者には感じられる｡
しかし, セクハラ行為は問答無用で強制猥褻に等しいなどとレッテルを貼ら
れ恥ずべき行為として処断され, 剽窃行為は泥棒に等しいなどとレッテルを
貼られることもなく, なしくずしに何食わぬ顔をして研究者, 教育者として
生きて行けるのはなぜなのか｡
このように述べると, 筆者がセクハラ加害者を過剰に弁護していると思わ
れるかもしれない｡ たしかにその通りであるが, ただやみくもに加害者のレ
ッテルを貼り, 排除すればすむという傾向に異を唱えたいのである｡ 大学教
員の罪と罰の大枠のなかでバランスのとれた, 明確な量刑にもとづいた処置
が必要ではないだろうか｡ しかし, 問題に冷静に合理的に対処しうるために
は, まさに大学組織のありかた, それを動かす大学人のありかたが問い直さ
れねばならないだろう｡
第３節 問題解決に向けて
第１節でセクハラの問題化の歴史的過程を素描し, 問題化の逆機能, 副作
用の存在を指摘した｡ そして第２節において, 大学教員の罪と罰という視点
から, セクハラという罪とそれへの罰の特性を解明した｡ 本節では, セクハ
ラ問題への大学組織の対応について, 具体的事例を念頭におきつつ, 問題化
過程から問題解決策形成過程に至るまでを, あくまで一般的レベルで再構成
し, 過程の諸段階において生じやすい問題点を指摘し, それらを克服する道
を探究したい｡ ただし, 繰り返して来たように, 本稿が対象とするセクハラ
は, 大学教員が加害者, 学生・院生が被害者とされるケースにあくまで限定
している｡ また, とくに私立大学に焦点が合わせられている｡
まず, 問題が発生する｡ 第１節で示したように, 被害者が泣き寝入りした
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り我慢してきたりした長い歴史があった｡ セクハラという視点, そしてそれ
に対応する法制度の整備が, 問題が生じる場の閉鎖性を開き, 新たなパワー
を場に吹き込んだ15)｡ まず相談ないし訴えを行うシステムが形成されたので
ある｡ 相談ないし訴えといっても, 制度的に保証された窓口が整備されてい
なければ, たとえば友人や他の教員に相談したり, 内外の運動団体に相談し
たりということになるのだが, その場における正当に選抜された相談員がい
れば, まずそこで相談することが可能になる｡
本人が相談できなければ, 友人が相談するという場合もあるが, 本人が希
望しないのに, 友人が義憤に駆られて, あるいは何らかの思惑をもって勝手
に相談してしまうという場合も起こりうる｡ 問題解決の道が開かれる場合も
あるが, 本人がどのような解決を望むのかが重要なのに, その希望とは懸け
離れた措置がされてしまう可能性もある｡ たとえば, 当該教員に敵意をもち
責任を追及しようという意図をもつ学生が, 本人の主訴とは無関係に相談員
のもとを訪れ, たまたま当該教員を不快な存在とみなしていた教職員が相談
者となった場合, セクハラ事件が意味的に過剰に構築される過程が開始して
しまう16)｡
相談員の役割は, まず相談者の言うところを受容することである｡ そして
これが犯罪であれば警察に通報しなければならない場合もありうるが, とも
あれ相談員は, 相談者の訴えの内容を受け止め, さらにどうしてほしいのか
ということを理解しなければならない｡ その上で, 相談者に加害している人
間が所属している部署の所属長に, 相談者は適切な対応を要請することにな
る｡ 初期の段階で行われるのはあくまで相談であり告発ではない｡ 事態が犯
罪的である場合は, そして被害者の訴えが告発的である場合は, それをその
ように扱うという決定がなされうるが, 十分に調査もせずに告発というわけ
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15) 場を開くという視点については拙稿 ｢権力のパラドックス｣ 森下伸也・君塚大
学・宮本孝二, 前掲書, 第２章第９節, 新曜社, 1998年｡
16) 構築という視点については平英美・中河伸俊編, 前掲書｡
にはいかない｡ したがって丁寧な相談が最初には求められる17)｡
たとえば, 初期の段階で, 相談員の独断で問題は重大であり厳しい処置が
必要であると判断し, 所属長も飛び越えて直接, 教学の最高責任者にして最
高権力者である学長に報告が行われ, しかも学長が相談員に同調し, 学長の
指示の下に, 相談員が素人刑事や素人検事よろしく調査活動を開始し, あろ
うことか加害者と指名された教員を呼び出し, 相談者の訴えをもとに取り調
べるということなども起こりうるのである｡ 性格の強い教員であるならとも
かく, 気の良い, ないし気の弱い加害者の場合, 早くもその段階で自白調書
めいたものを作成されてしまうことすらありえよう｡ セクハラ加害者は悪玉
教授で, ふてぶてしい人間に決まっていると考えられがちであるが, 教員は
多くの場合自らの行為がセクハラであることを自覚していないのであり18),
本来, それを指摘し本人の反省を促し, 被害者に謝罪させるということです
むものは, それですませるべきなのではないかと思われる｡ それを許しがた
い, 隠蔽は許さないという判断で, たんなる出来心的なものから暴行脅迫を
伴う強制猥褻まですべて一緒くたに犯罪として処置してはならない｡ ともあ
れ相談員は被害者の主な訴えを聴取し, まず加害者教員の所属する組織部門
の責任者に, まさに責任ある対応を迫るべきである｡
組織部門の責任者, たとえば学部長や学部長補佐が利害関係者, すなわち
加害者の同僚ないし友人であるがゆえに, 事件処理にかかわる対応を学長か
ら禁止され, 守秘義務の名の下に事件にかかわる情報さえ, 学部長には知ら
されなくなり, 当該学部が初期段階で適切な対応を行う可能性を一切は封じ
られてしまうなどという, 学部自治の根幹にかかわる事態すら生じる可能性
がある｡ 当該学部に対応が任されるならば, 被害者とされる学生への教育的
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17) 沼崎一郎 『キャンパス・セクシュアル・ハラスメント対応ガイド あなたにで
きること, あなたがすべきこと』 嵯峨野書院, 2001年, 第10章 ｢もしもあなたが
相談を受けたら｣｡
18) 牟田和恵 ｢大学のセクハラ対策─基本と新段階｣ 2002年２月２日開催の桃山学院
大学教職員研修資料｡
配慮を重視し, 加害者とされる教員にそれなりの責任を追わせる, より一層
社会的に適切な対応 (二次的被害を生まない) を追究できるであろう｡ 事件
の具体的背景や要因をよく知りうる立場の当該学部責任者を利害関係者とい
う名目で, 対応から排除するようなことがあれば, それは根本的に誤ってい
る｡
したがって当該組織部門に, まず適切な対応が求められるべきである｡ 問
題が発生した場, フィールドのコンテクストをよく知る構成員が, まず対応
を開始する｡ その際に, 相談者が圧力を受けたり, 問題が隠蔽されないよう
相談員はモニターを続ける｡ 相談者が, 加害者への注意と謝罪があれば十分
だという場合は, 問題は平和的に解決されよう｡ 加害者には所属長から厳重
に注意が行われ, 被害者に謝罪が行われ, 事の末は相談記録に残される｡
閉じられた場に解決をまかせると, 問題が隠蔽されると懸念する向きもあ
る｡ たしかにその可能性はあるが, まずは現場を信頼し, 現場の力を引き出
すことが試みられるべきだろう｡ その上で, もし隠蔽の懸念があれば, 場を
開くシステムを制度化しておけばよいのである19)｡ セクハラの場合, 相談員
を経由して現場に解決がまずは委託されるのだから, すでに問題は隠蔽され
てはいない｡ 現場に委託したことを学長ないし担当副学長に報告するシステ
ムが通常であろうから, 隠蔽云々という指摘は間違っている｡ ともあれ現場
を信頼することこそ, 組織的力量を生かす最善の道であろう｡
牟田が指摘するように, 苦情・相談を受ける担当者の専門性と独立性の欠
如は深刻な問題をもたらしつつある20)｡ 相談者としての専門性もないのに,
被害者の心情を無視し, 素人刑事よろしく捜査活動に乗り出す教員もでかね
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19) 現場 (フィールド) に生きる人々が最もよく状況を理解しているとは限らないか
らこそ, まずフィールドに対応を託した上で, それを反省的に検討しうるシステ
ム形成が重要になる｡ フィールドに生きること, それを調査すること, さらにそ
れを反省的に検討することなどについては, 今田高俊編 『リアリティの捉え方』
有斐閣, 2000年が参考になる｡
20) 牟田, 前掲書, 62－67頁｡
ない｡ 前述のように, とくに日頃から快く思っていない教員が, 相談対象と
なっている場合には, 相談学生の意向を無視した独自の取り組みを進めるこ
とさえありうる｡ 独立性も曖昧であり, 守秘義務にもかかわらず相談員が当
該案件とは無関係な学部の教員に情報を漏洩し, さらにその教員に当該案件
になんらかの利害がからむ場合, 事態は一層錯綜してこよう｡ 相談員会議内
で誤った守秘義務が適用されながら, 相談員会議外には情報がリークされ,
相談員会議での対応が進行している過程において, リークがあった学部では
早くも加害者の処分案さえ云々されるという馬鹿げたことすら起こりかねな
いのである｡ 相談の対象となった出来事を核として, 過剰な加害が多様な敵
意ないし悪意 (感情的, イデオロギー的, 利害的な) によって構築される可
能性すらある｡
当該組織部門での責任ある適切な対応がなされていないと学長および執行
部が判断した場合には, 調査委員会の設置へ, さらには懲戒委員会の設置に
進むことになる｡ まず調査委員会であるが, その役割はきわめて重要である｡
調査委員会は, それまでの相談員会議や, 当該組織部門において蓄積され検
討された全資料を精査する義務がある｡ すべての資料の生成過程に溯って,
まさに構築主義的視点をもって資料を批判的に検討しなければならない21)｡
資料作成者に, その資料に示されてる内容は真実かと問うことだけで, 資料
の吟味が済んだとするのでは, 何も調査されたことにはならない｡ 調査とは
いわば ｢裏を取る｣ ことにほかならないのである｡ 被害者の主訴が何であっ
たかを十分に確定し, また, 加害者とされる教員に調査書に記載されている
自らの ｢行為｣ に完全に同意させる必要がある｡ 加害者とされる教員が同意
しない場合, 動かしがたい証拠を固めねばならない｡
なお, 当該組織部門すなわち所属学部での調査検討がなされず, 相談員会
議から直接調査委員会へと過程が進行した場合はとくに, 調査委員会は加害
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21) 平英美・中河伸俊編, 前掲書｡
者とされる教員について所属学部の他の教員に意見聴取し, さらには当該教
員の講義ないし演習の受講学生に意見聴取しなければならない｡ もし, それ
すら行われないとすれば, それは調査の名に値しないと言わねばならない｡
調査委員会の調査結果をもとに, 常務理事会が何らかの懲戒の必要性を感
じた場合, 大学組織に懲戒委員会の設置が求められる, というのが通常の手
続きであろう｡ 懲戒委員会は調査委員会報告に基づき, あくまでそれを前提
に量刑を検討するのだが, 調査委員会の調査が不十分であると判断した場合,
再調査を調査委員会に求めることができるように制度化しておかねばならな
い｡ いわば学内裁判が行われているのであるから, 事は慎重を要するのであ
る｡ いったん悪意によって構築が開始された問題の場合, そのような組織的
反省機能をシステム化しておかねば22), 重大な過ちを犯す危険性が高いので
ある｡
懲戒委員会から常務理事会へ決定が報告され, 常務理事会が検討を開始す
る｡ 常務理事会は懲戒委員会の決定が軽すぎる, あるいは重すぎると判断す
るならば, この場合もやはり, その意見を懲戒委員会に示し, 再検討するよ
う依頼しなければならない｡ かりに何らかの理由で懲戒委員会の決定が軽す
ぎるとして, 当該教授会の意向も無視し独断専行で一挙に辞職に追い込むと
いう常務理事会があれば, その大学組織経営能力の低さは厳しく批判されね
ばならないだろう｡
私立大学の場合, ここで問題になるのが理事会と教授会の関係である｡ か
りに理事会が懲戒を急ぎ, しかもそれが解雇ないし免職につながるものであ
るとすれば, その教員が排除された後始末をしなければならないのは教授会
である｡ とすれば教授会がどのような事後的対応をしようとしているのか,
どのような事後的対応が可能であるのか, といった点を十分に理事会と教授
会の間で調整することが不可欠の課題となろう｡ 被害者とされる学生, およ
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22) 組織論, 社会システム論においてもリフレクシヴィティの重要性は強調されてき
ている｡ 自己組織性や自律的組織の議論にもそれはうかがえよう｡
び事件の影響を受ける学生に, さらには当該教員に教授会がなすべき, ある
いはなしうる教育的配慮, 人事的配慮の可能性を, 常務理事会は自らの決定
に織り込まねばならない｡ それができない常務理事会をもつ大学組織は不幸
である｡ 教員選出理事という存在がありながらそのような事態になるとすれ
ば, 常務理事となった教員の個々の人格や能力の問題もあるが, 日常業務で
接する事務局幹部すなわち局長や部課長, すなわち日常的に具体的な教育的
配慮のコンテキストのなかで生きていない管理職とのコミュニケーション関
係の密接さにより, それらの人々の判断に影響されやすくなるためであろう
と推測される｡
私立大学組織の特徴は, 教授会と理事会の二重権力体制という点だ23)｡ 教
授会決定と理事会決定が異なる場合, 大学は紛争状態とならざるをえない｡
しかし, 紛争は異常事態ではない｡ 紛争を通じて議論が戦わされ, 最終的に
合意に達すれば紛争の社会的機能は十分に果たされたことになろう｡ 問題が
悪化するのは, 最終的判断を行う権限をもつ理事会が, その権限を振りかざ
し, 十分に議論ができていないにもかかわらず, あるいは十分に議論を詰め
ことなく, 一方的な判断を下してしまう場合である｡ 教員の懲戒という重要
な人事権は, たしかに常務理事会の専決事項ではあるが, 必ず教員組織, 主
として教授会の同意なしには行わないことが通常である｡ 教授会の意向を無
視した懲戒こそ大学紛争の火種になりかねないから, 常務理事会もこの点に
は慎重であるの普通である｡
ところが, 最近の風潮は, すでに第１節および第２節でも指摘したように,
経営のリーダーシップの重要性を取り違えた常務理事たちが, 権限を笠にき
て, 粗雑な思考と決定を果断な指導力の発揮と錯覚する, 滑稽で深刻な事態
が生じていある24)｡ 大学のありかたが問い直される時代, 教員のありかたが
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23) しばしば大学論では, 迅速な決定ができない原因に二重権力体制が挙げられるが,
制度に問題があるのではなく, 運用する大学人にそれを活用する能力がないため
であることは見逃されがちである｡ 二重権力体制は, 反省的機能を内在した高度
な組織なのである｡
問い直される時代にあって, たしかに有能な常務理事が待望されているのは
事実である｡ しかし, 二流三流の個別科学者と, 経験主義的な古手職員とが
常務理事として経営者面して, 最近の風潮の中で奇妙な勘違いに陥っている
ことは, 大学として看過できない事態である｡ 情報収集能力も, 情報解析能
力も, 判断力も, そしてさらに重要なことは学外理事 (場合によっては理事
長も学外理事的な位置づけに置かれるのだが) との社交能力さえ不十分な常
務理事や, 実質的に決定過程を支える幹部職員たちが, 粗雑な思考と判断を,
今はやりの果断なリーダーシップと勘違いするというのでは, 大学という名
が泣こうというものである｡
だからこそ学長の力量がきわめて重要となる｡ 教員選出常務理事の役割と
同様に, 否それ以上に, 学長のはたすべき役割, すなわち教授会と理事会と
の関係調整役割は, 大学組織の適切な運営にとって欠かすことができない｡
さらに付け加えておきたいのは, 外部の専門家の問題である25)｡ その代表
格は弁護士であろう｡ しかし, 弁護士は法的形式的助言しかできないし, 大
学という場, 問題発生の場の固有性, 特有の文脈を考慮しない一般的指針し
か示しえない｡ その限りで弁護士の助言, 見解は参照されるべきである｡ 顧
問弁護士ともなれば, 常務理事会が決定しようとする方針さえ示すだけで,
その決定を支える法的根拠を明示した文書を作成できよう｡ それが弁護士と
いう専門家の職能であることを忘れ, 弁護士が言うからそれは正しいという
逆立ちした議論をされがちであるが, それには十分注意を払わねばならない｡
本稿は大学教員に焦点を合わせたので, 大学職員については検討しなかっ
たが, 職員もまたセクハラと無縁ではあり得ない｡ 学生に対する加害者ある
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24) 混迷の時代には強力なリーダーシップが求められるという一つの法則めいたもの
はあると思われるが, バブル崩壊以後の現代日本社会にもそれが認められるよう
だ｡
25) 専門家ないし専門職の社会学を展開する必要性が強く感じられる｡ 専門家信仰の
危うさを, 法律だけでなく医療, 社会福祉, 臨床心理など多様な分野で検証しな
ければならない｡
いは被害者として, 職員間の加害者あるいは被害者として, 教員にに対する
加害者あるいは被害者として, 職員が大学セクハラ問題に登場することはあ
りうる｡ しかしそれだけではなく, 本稿のテーマである教員セクハラ問題に
対する職員の対応も重要である｡ 無関心層, 関心層だけでなく, 問題解決志
向層として, とくに幹部職員は調査委員会や懲戒委員会に入る｡ そこには彼
らの人柄と能力が現れる｡ 容疑をかけられた教員を, ここぞとばかりにサデ
ィスティックに尋問する幹部職員は醜悪である｡ 科学的素養もなければ, 人
間的な共感能力洞察能力もなく, 小利口で出世主義的で官僚的な体質を剥き
出しにする権威主義的パーソナリティの持ち主すらいるようだ26)｡ 実に人柄
だけは, このような場合に鮮明に現れるのだ｡ 職員に対しては, 教員選出常
務理事に対するような個別科学的素養を求める訳ではないが, 世間知, 良識
を備えた人材であることが, 大学組織のためにも期待されよう｡
なお, 教員組合の問題も残されている｡ 教員組合がもし機能していれば,
セクハラ問題の発生を受けて, まずはともあれ加害者とされる教員の権利擁
護のためのカウンター・パワーの役割を果たすことが当然期待される27)｡ 実
際, いくつかの大学で理事会と教授会の対立が発生し理事会権限によって教
授会決定が無視されるとき, 教員組合は教授会の側に立って抗議行動を起こ
すのが普通である｡ 場合によっては裁判闘争にさえなろう｡ しかし, 教員組
合執行部が特定党派の利害やイデオロギーに拘束され狭い視野しかもてない
場合には, 是是非非主義などと称して, 自らの党派の利害に関係しない場合,
あるいは教授会決定が党派の利害に反する場合には, 本来の教員組合として
の機能を発揮しようとはしない可能性が高いことが予測される｡ 労働組合の
自殺というべきであろう｡
最後に, セクハラ問題の解決とは何かを再確認しておこう｡ たしかに ｢暴
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26) 権威主義的パーソナリティについては, 曽良中清司 『権威主義的人間』 有斐閣,
1983年｡
27) このカウンター・パワー (対抗力) もまた, 本稿が強調している組織のリフレク
シヴィティを担保する基本的装置なのである｡
行脅迫｣ を伴う行為は強制猥褻として厳しく処断されるべきだろう28)｡ しか
し, そのためには厳正な事実認定に向けた調査が不可欠である｡ あらゆる身
体接触が強制猥褻ではないにもかかわらず, 解釈次第では強制猥褻に等しい
と見なすことは可能である｡ 要するに裁量次第で, 悪質なセクハラ加害者に
仕立てあげられかねないのだ｡ セクハラ加害者は汚らわしい存在であり, 即
刻組織から排除されるべきだと決めつけ, 早く辞表を書くように仕向けるこ
と, 詰め腹を切らせるということが適切な処置だと錯覚している教職員が意
外に多い｡ あたかも依願退職で許してやるといわんばかりの傲慢さこそ, 問
題の隠蔽であると知らねばならない｡
セクハラ問題の解決とは, 教育研究環境の良好化を目標とするべきだ｡ 被
害者の主訴, 要望が聞き届けられ, かなえられなければならない｡ よほど悪
質なセクハラでない限り, そして被害者が加害者とされる教員の謝罪を受け
入れ, 教員の教育活動の継続を支持するのであれば, 加害者の立ち直り支援
も必要となろう｡ 問題化されるだけでも, 加害者とされる教員は社会的制裁
を十分に受ける｡ 被害者学生が許容する限りは, 教員が所属する教授会が責
任をもって, いわば保護観察下におきつつ, 教育的, 人事的配慮を行うこと
が必要である｡ 前述のように, 当該組織部門にまず対応が全面的に任される
べきだというのは, まさにそのためである｡
お わ り に
本稿の基本的立場は, セクハラの問題化の正当性および必要性を認めつつ
も, それがもたらす逆機能ないし副作用をも問題化し, 大学および大学教員
のセクハラ問題の一層適切な解決に向けていくつかの提言を行おうとするも
のである｡ そのような立場は, セクハラ問題の告発に逆行するものでもなけ
れば, 問題を隠蔽しようとするものでもない｡ セクハラとよばれる行為とそ
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28) セクハラと強制猥褻の区別と関連は簡単なものではない｡ この問題については牟
田, 前掲書, 27－36頁が参考になる｡
の生じる場の特性の多様性を見極め, 適切な対応を求めようとする立場にほ
かならない｡
大学と大学教員のありかたが見直されている現在, 大学教員にあるまじき
行為は多岐にわたる｡ そのような中で, セクハラに過剰な意味が付与され,
暴行脅迫を伴う性犯罪行為ではないと思われるセクハラの場合でも, 関与し
た大学教員は結局のところ大学を追われるという事態が常態化しつつあるこ
とには, 異議を申し立てざるをえない｡ 他の ｢大学教員にあるまじき行為｣
に対する罰と比較しても著しく均衡を失しており, 大学および大学教員のあ
りかたの改善にはつながらないどころか, 学生と積極的にかかわろうとしな
い教員のほうがセクハラ教員よりましだという評価にさえなってしまうので
はないか｡
繰り返すが, 本稿はセクハラを問題化せず隠蔽せよと主張するものではな
い｡ 相談窓口の設置に始まる一連の対応過程を制度化しておくことは不可欠
であり, 適切な対応を推進することが重要である｡ 不幸にしてセクハラ問題
が発生した際には, まずは問題発生の現場, すなわち加害者とされる教員の
所属する組織部門に対応を任すべきであること, そしてその場において適切
な対応がなされていないと被害者が判断するときには, 対応過程を先に進め
る制度的装置を組織に組み込んでおくこと, 少なくともこの二点を組織論的
な対応原則とすべきであると思われる｡ その上で, 個々の大学の組織的力量,
個々の教員の人間的力量 (研究者として, 教育者として, 組織人として, 社
会人としての) が問われることになるのである｡
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This paper aims to make an sociological analysis of issues about sexual harass-
ment, focusing on universities and professors. Issues about sexual harassment
have occured at Japanese universities and some professors among whom are in-
cluded my acquaintances and friends have been punished and purged. The cases
are not other people’s business but my concern. I must tackle these sociological
applied problems as a sociologist.
First, I show a historical process and structure in which issues about sexual
harassment have occured, and point out that many efforts to deal with the issues
have produced dysfunctions and/or side effects.
Second, through investigating other guilt and punishment of professors, I point
out that in the case of sexual harassment professors have been punished too stiff-
ly.
Third, from the view point of organizational theory, I check several difficulties
in dealing with issues about sexual harassment at universities, and search for
the reasonable way to solve them properly.
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